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今回は、東北関東大震災に伴う、社会保険等の取り扱いについて、
どなたかのお役に立つことを願ってご説明します。
 
==========================================================
★保険＆年金基礎知識
～被災に伴なう社会保険等の取り扱いについて～
 
●社会保険手続関係
＜健康保険関係＞
・国民健康保険は、保険者（各都道府県）の判断で、保険料の減免、
 徴収猶予、納期限の延長を行うよう 厚生労働省保険局国民健康
 保険課が、各都道府県に指示しました。 (３月11日付）
 
・健康保険は、保険者（健保協会、健保組合）の判断で、
  一部負担金の減免等、保険料の納期限の延長等できるよう、厚生労働省
　保険局保険課が健保組合に連絡しました。 (３月11日付）
 
・被災した後期高齢者医療制度の被保険者については、 一部負担金の減免、
　保険料の取り扱いについて、 厚生労働省保険局高齢者医療課が各都道
　府県に連絡。 (３月11日付）
 
・住宅が全半壊した者などに対しては、医療機関は患者から患者負担金を
  徴収せず、審査支払機関へ患者負担金も含めて全額（１０割）を請求する
　事ができる旨できる旨を関係団体等を通じて医療危難に連絡。
　併せて、一部負担金については、、免除・猶予することが可能なことを
　改めて、厚生労働省保険局各課が保険者（各都道府県、健保協会、
　健保組合）に連絡。  (３月1５日付）
 
・被災地の患者に対する医薬品の供給を優先するため、被災地以外における
 長期処方の自粛、分割調剤の考慮を、厚生労働省保険局医療課が、
 保険医療機関及び保険薬局に依頼。 (３月17日付）
 
・被災地に住所を有していた国民健康保険及び後期高齢者医療制度の
  被保険者が、他市町村へ転入の際に、転出証明書が提出できない場合の、
　被保険者比較の認定等の特例について、厚生労働省保険局健康保険課
　及び高齢者医療課が、保険者に対して通達）。 （３月１８日）
 
＜年金関係＞
・被災地にある事業所について、厚生年金保険料（健康保険・こども手当
 拠出金・船員保険を含む）の納付期限の延長及び猶予を行う旨を、
 厚生労働省年金局事業管理課が、日本年金機構及び地方厚生局
 （支局）に通知。（３月13日付）
　＊災害地にある事業所について、厚生得年金保険料等の口座振替を
　　 一律に停止する旨を、事業管理課が機構等に通達。  (３月１８日）
 
・国民年金保険料について、一定の要件に該当する場合は、申請に基づく
 災害時の保険料免除が可能で得ある旨を、厚生労働省年金局事業



 災害時の保険料免除が可能で得ある旨を、厚生労働省年金局事業
 管理課が、日本年金機構及び地方厚生局（支局）に通知。
 （３月13日付）
　＊災害時の保険料免除及び保険料の口座振替停止を希望する者の
　　手続きの必要性についての周知の徹底を、事業管理課が機構等に
　　 要請（３月１８日付）
 
・２０歳前に初診日がある障害基礎年金の支給停止等について、被災者の
  被害金額の程度により、所得を理由とする支給の停止は行わないこととする
  旨を、厚生労働省年金局事業管理課が、日本年金機構及び地方厚生局
 （支局）に通知。（３月13日付）
 
＜雇用・労災関係＞
・労災保険給付の請求に係る事務処理に関して、請求書提出時の弾力的
  取り扱い、今回地震に伴う傷病の業務上外の考え方、相談・請求の把握
  について、厚生労働省労働基準局労災補償部補償課が各都道府県
　労働局に指示。 （３月１１日付）
　＊また、労災保険の療養の給付の手続きについて、任意の様式でも
　　 差し支えなく、非指定医療機関の指定の遡及適用や、指定申請の
　　 勧奨等も行うこととした。(３月１４日付）
 
・激甚災害と指定されたことに伴い、事業所が災害を受けたため、やむを得ず
  事業を休廃止したこと等により、就労することができず、かつ、賃金を受け取
　れない状態にあるときは、実際に離職していなくとも、失業しているものとして
　失業に認定を子内、雇用保険の失業等の手当を支給できる特別措置を
　厚生労働省職業安定局雇用保険課が実施。（３月11日付）
 
・上記特別措置について、就業場所が、請負現場や、 労働者派遣事業の
　派遣先である労働者も対象となることを明確化。（３月１８日付）
 
●西尾はこう思います
　ざっと、被災地の方々のための、保険、雇用、労災関係の18日現在までの
　政府が緊急決定した施策のあらましを記載しました。
　もちろん、これだけではありませんし、今後も新たな施策をしっかり講じていって
　ほしいと思っています。
 

==========================================================
 
～～～～～～編集後記～～～～～～～
 
今回の震災及び福島の原発事故の報道
で、様々な事実を拝見いたしました。
悲しい現実に、心が打ちひしがれました。
 
でも、被災された方々が、 つらい悲しみの場に あるのに、
節度と品位を保っておられます。
 
また、福島原発で、作業にあたられる
自衛隊、東京消防庁、東京電力の協力会社の
作業員の皆様の、危険の中での勇気ある行動。
 
そのすべての皆様方に、敬意を表します。
このような皆様方がいらっしゃる限り日本は、必ず、立ち直れます。
 
私も、自分で出来ることをさがして頑張ります。
 
～～～～～～～～～～～～～～～～～
 
*********************************************************



年金についてのご相談なら
西尾雅枝社会保険労務士事務所
社会保険労務士＆年金コンサルタント
西尾雅枝
〒604-8155 
京都市中京区錦小路通室町東入ル
占出山町308 ヤマチュービル２F　N10
電話&FAX(075)241-4586
メールinfo@nishio-sr.com
WEBサイトhttp://www.nishio-sr.com
＊このメールマガジンの無断転載・転用は固くお断りいたします。＊
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